2017年1月11日～12日
─時事共同NHK読売しんぶん赤旗
共謀罪、野党共闘、F35・米軍基地、政局、トランプ記者会見、天皇生前退位、社説
「共謀罪」対象は６７６罪＝公明、絞り込み要求へ－政府案
　政府が２０日召集の通常国会に提出する「共謀罪」創設のための組織犯罪処罰法改正案について、対象犯罪が計６７６に上ることが１１日、分かった。公明党は世論の懸念を取り除くため絞り込みを求める方針で、どこまで対象を減らせるかが政府・与党内の調整の焦点となる。
　共謀罪をめぐって、政府はこれまでに計３回、国会へ関連法案を提出した。しかし、「一般の市民団体や労働組合も処罰される可能性がある」といった批判を受け、いずれも廃案になっている。
　このため、今回の政府案では、名称を「テロ等準備罪」とし、テロ組織や暴力団などの「組織的犯罪集団」に対象を限定。さらに、凶器購入資金の調達や犯行現場の下見など、犯罪を実行するための「準備行為」を要件に加えた。
　２０２０年東京五輪・パラリンピックを見据え、政府はテロを取り締まるための国際組織犯罪防止条約の年内締結を目指す。そのためには、共謀罪など国内法の整備が不可欠と説明している。（時事通信2017/01/11-19:53）
公明内に「共謀罪」慎重論も　東京都議選へ影響懸念

共同通信2017/1/11 20:46

　テロ対策強化に向け「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案の通常国会提出に関し、公明党幹部らから慎重な与党内審査や法案修正の必要性を説く意見が出始めた。民進党など野党が反対姿勢を強める中、対決がエスカレートすれば、世論の批判を招きかねないと懸念。公明党が重視する夏の東京都議選に影響することを恐れている。

　公明党の井上義久幹事長は11日、同改正案の通常国会成立に意欲を示す自民党の二階俊博幹事長と会談し「慎重に協議したい」と申し入れた。

自公、予算の早期成立確認＝「共謀罪」提出へ緊密協議
　自民、公明両党は１１日午前、幹事長、国対委員長が東京都内のホテルで会談し、２０日召集の通常国会に関し、「安倍晋三首相は予算の早期成立が最大の景気対策と位置付けている」として、２０１６年度第３次補正予算案と１７年度予算案の速やかな成立を目指す方針を確認した。
　政府が通常国会に提出方針の「共謀罪」を創設するための組織犯罪処罰法改正案をめぐっては、公明党が法案提出前の事前審査の段階から、与党内で緊密に協議していくことを要請。会談後、大口善徳国対委員長は記者団に「テロ対策の必要性は認識を共有しているが、慎重に扱い、自公両党で協議する」と述べた。（時事通信2017/01/11-12:55）
自公 「共謀罪」新設の法案は慎重審議が必要で一致
ＮＨＫ1月11日 12時48分
自民・公明両党の幹事長らが会談し、政府がいわゆる「共謀罪」を新設する法案を、来週召集される通常国会に提出すれば、これまで国会で３回廃案になっている経緯などを踏まえて、慎重に審議を進めていく必要があるという認識で一致しました。
世界各地でテロ事件が相次ぐ中、政府は、各国と協調して対策を強化するため、テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となる、いわゆる「共謀罪」について、適用される組織を限定し、罪名も「テロ等準備罪」に変更した組織犯罪処罰法の改正案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。
こうした中、自民・公明両党の幹事長と国会対策委員長が１１日会談し、東京オリンピック・パラリンピックに向けてテロ対策の強化は必要だとする一方、政府が改正案を提出すれば、これまで国会で３回廃案になっている経緯などを踏まえて、世論の動向も見極めながら慎重に審議を進めていく必要があるという認識で一致しました。
また会談では、今年度の第３次補正予算案と、新年度（平成２９年度）予算案の早期成立を目指す方針を確認しました。
一方、天皇陛下の退位をめぐる法整備の在り方については、今後の政府の対応や、来週１６日に行なわれる衆参両院の議長と副議長の協議などを見守ることも申し合わせました。
「共謀罪」、自・公が協議深めることで一致

読売新聞2017年01月11日 18時38分

　自民、公明両党は１１日午前の幹事長・国会対策委員長会談で、政府が２０日召集の通常国会へ提出を検討している組織犯罪処罰法改正案について、両党間で協議を深めることで一致した。

　同法改正案は、政府が過去３度、国会に提出し、廃案になった「共謀罪」を創設する同法改正案を修正し、罪名を「テロ等準備罪」に変更するもの。公明党の井上幹事長は会談で「過去の経緯もあるので扱いについて慎重に協議したい」と要請した。

しんぶん赤旗2017年1月12日(木)

共謀罪　思想・良心の自由侵害　盗聴が常態化　弁護士会の反対広がる

　安倍内閣が２０日召集の通常国会への法案提出を狙う、新「共謀罪」法案（組織犯罪処罰法改定案）にたいして、全国３４の単位弁護士会の会長が反対声明を発表していることが１１日、日本弁護士連合会（日弁連）の集計でわかりました。反対の世論が急速に広がっています。
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（写真）都内で開かれた共謀罪法案の反対集会＝２０１６年12月


３４単位弁護士会が声明

　単位弁護士会は全国に５２あります。１５年１月から１１日までに３４の単位弁護士会と日弁連、東北６県の弁護士会でつくる東北弁護士会連合会が反対の会長声明を発表しました。

　とくに、昨年８月に安倍内閣による新「共謀罪」法案の国会提出計画が報じられたことを受け、声明が次々とあがっています。

　日弁連広報課は「過去の共謀罪法案についても、全てかほとんど全ての単位弁護士会が反対声明を出しており、共謀罪について弁護士会が数度にわたって反対声明を出したことになる」と話します。

　声明では「広範な括（くく）りでテロ行為とはおよそ無縁な罪種についても『共謀罪』の対象としており、テロ対策目的との関連は見いだせない」（千葉県）、「内心を処罰対象とする点で思想・良心の自由を侵害するものであり、その捜査のため市民の私生活を監視することになる」（愛媛）、「電話による通話内容が犯罪を構成することになるため、これを察知するための盗聴が常態化する」（秋田）などと、問題点を指摘して批判しています。

　現時点で反対声明を出していない弁護士会でも、「緊急県民シンポジウム」（静岡県弁護士会）が企画されるなど、共謀罪に反対する行動に取り組んでいます。

４野党、原発での協調焦点…政策実務者が初会合

読売新聞2017年01月11日 18時20分

　民進、共産、自由、社民の野党４党は１０日、次期衆院選に向けた共通政策を話し合う実務者協議の初会合を国会内で開いた。

　民進党と他の３党で隔たりのある原発政策で共同歩調を取れるかが焦点となる。

　実務者協議には、民進党の大串政調会長、共産党の笠井亮政策副委員長、自由党の山本共同代表、社民党の吉川元・政審会長が出席した。この日は個別政策の意見交換には至らず、安全保障関連法廃止を目指す市民団体「市民連合」と連携しながら、協議を進める方針を確認した。

　原発政策を巡り、民進党は、前身の民主党政権時にまとめた「２０３０年代原発稼働ゼロ」を踏襲して条件付きで再稼働を容認する一方、共産、自由、社民の各党は再稼働反対を訴えており、溝がある。

しんぶん赤旗2017年1月12日(木)

４野党の総選挙共通政策　到達点　さらに豊かに　始まった実務者協議
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　総選挙で掲げる共通政策づくりに向け、日本共産党、民進党、自由党、社民党の４野党は政策担当者による実務者協議を開始しました。野党と市民の共闘を進めるなかで積み上げてきた到達点をベースに、共通政策を豊かに発展させることをめざします。

　これまで４野党は、安倍政権が立憲主義と民主主義を踏みにじり強行した戦争法の廃止を土台にしながら協議を重ね、雇用・経済・福祉など他の課題でも共通政策を発展させてきました。

　昨年７月の参院選前には、共産、民進、社民、生活の４野党書記局長・幹事長が協議。(1)戦争法（安保法制）廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回(2)アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困の拡大の是正(3)環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治に反対(4)安倍政権のもとでの憲法改悪に反対―を確認しました。

　さらに４野党が昨年の通常国会に共同提出した▽介護職・保育士の賃上げ▽残業時間の上限規制▽被災した住宅の再建支援金引き上げなど１５法案の内容も共通政策にすることで一致しました。

　また、４野党は市民連合（安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合）と１９項目におよぶ政策協定を結びます。ここでは高校完全無償化や、女性に対する雇用差別の撤廃、公正な税制の実現、原発に依存しない社会の実現に向けた地域分散型エネルギーの推進などが盛り込まれました。

　こうして野党と市民は共同で政策づくりを前進させ、参院選で３２の１人区のうち１１選挙区で勝利する成果をあげたのです。

　民進党は参院選後に代表選（９月）が行われ、蓮舫氏に党首が交代しましたが、野党間の合意は引き継がれます。

　１１月１７日には野党と市民連合は意見交換会を再開させて、共通政策を市民と野党が力を合わせてつくっていくことを確認しました。さっそく市民連合は１２月に共通の政策の考え方を提案し、各野党は「基本的な考え方は共有できる」との認識を表明しています。

　共通政策づくりについて日本共産党の小池晃書記局長は、１０日の会見で「これまで確認してきた中身を土台にしながら、野党の協議、市民の皆さんとも力を合わせて、良いものにしていきたい」と語りました。

第3次補正予算、26日審議入り　自公幹事長が方針確認

共同通信2017/1/11 11:54

　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長は11日午前、東京都内で会談し、2016年度第3次補正予算案に関し、26日の審議入りを目指す方針で一致した。第3次補正予算と17年度予算の早期成立を期すことも確認した。

　天皇陛下の退位を巡る国会での議論の在り方について、16日に予定される衆参両院の正副議長の協議を見守ることも申し合わせた。

　テロ対策強化に向けた「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案についても意見交換。野党が同法案提出に反発していることに関し、同席した公明党の大口善徳国対委員長は、共謀罪を盛り込んだ法案が過去に国会で廃案になった経緯を説明した。

こころ 参院で自民と統一会派結成 通常国会から
ＮＨＫ1月11日 16時01分
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日本のこころを大切にする党の中野幹事長は記者会見で、来週召集される通常国会から、参議院で自民党と統一会派を組むことを明らかにしました。
この中で、中野幹事長は「もともと自民党に所属していたし、基本的な理念や政策は、ほとんど一致している。今後の国会運営を考えると、自民党と統一会派で活動するほうがよく、安倍政権をしっかり支え、言うべきことは言うという基本姿勢で頑張りたい」と述べ、今月２０日に召集される通常国会から、参議院で自民党と統一会派を組むことを明らかにしました。
一方で、中野氏は「われわれは統一会派なので間違いなく与党だ。ただ次の衆議院選挙に向けて候補者の発掘に努力してきたし、立候補したい人もいる。政党として相応の努力をしなければならない」と述べ、現時点では、自民党との合流に否定的な考えを示しました。
日本のこころを大切にする党は、現在、中山代表と中野幹事長の２人の参議院議員が所属していて、党名を変更する前の「次世代の党」の時代に、安全保障関連法に賛成するなど、政府・与党に協力的な姿勢をとってきました。
岩国配備のＦ３５が米出発


米海兵隊の最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５Ｂ＝米軍提供
　【ワシントン時事】米海兵隊は１０日、米軍岩国基地（山口県岩国市）に配備される最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５Ｂのうち１０機が９日にアリゾナ州の基地を出発したと発表した。数日中に岩国基地に到着する予定。米国外の基地への配備は初めてで、ＦＡ１８戦闘攻撃機などと交代する。年内に残りの６機が配備される予定。（時事通信2017/01/11-08:59）
米海兵隊F35が岩国へ出発　西部アリゾナから10機

共同通信2017/1/11 10:57

　【ワシントン共同】米海兵隊は10日、米軍岩国基地（山口県岩国市）に配備するF35最新鋭ステルス戦闘機10機が9日、西部アリゾナ州の海兵隊基地を出発し、岩国へ向かったと発表した。アラスカ州の基地を経由して数日以内に岩国に到着する見通し。

　海兵隊用F35はFA18戦闘攻撃機や攻撃機AV8ハリアーの後継機で、海外配備は初めて。今年後半にさらに6機を岩国に追加して16機体制にする見込み。米軍は最新鋭装備の配備について、アジア重視戦略の一環だと説明している。

　F35は敵のレーダーに探知されにくい上、弾道ミサイルの発射を探知できる高性能レーダーを備えている。

米海兵隊のＦ３５ 配備先の岩国基地に向け出発
ＮＨＫ1月11日 6時31分
アメリカ海兵隊は最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５、１０機がアメリカ国外で初めての配備先となる山口県の岩国基地に向けて出発したと発表しました。
これはアメリカ海兵隊が１０日に発表したものです。それによりますと、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５、１０機が西部アリゾナ州の基地から配備先となる山口県の岩国基地に向けて今月９日、出発したということです。
Ｆ３５がアメリカ国外の基地に配備されるのはこれが初めてで、今週中にも岩国基地に到着し、ＦＡ１８戦闘攻撃機などと交代する予定だということです。今回、配備されるＦ３５はレーダーに映りにくいステルス性能に加え、海兵隊の作戦用に垂直に離着陸できる能力も備えており、海兵隊の当局者によりますと、一部は沖縄の第３１海兵遠征部隊の指揮下に入り、訓練などを行う計画だということです。
アメリカ国防総省はアジア重視戦略のもと、最新鋭の装備をアジア太平洋地域に優先的に配備していて、Ｆ３５については今回の１０機に加えて、ことし後半にも６機を岩国基地に派遣し、合わせて１６機にする計画です。
しんぶん赤旗2017年1月12日(木)

米Ｆ３５Ｂ　海外初配備　岩国へ出発　年内１６機に

　米海兵隊は１０日、最新鋭のＦ３５Ｂステルス戦闘機を運用する第１２１海兵戦闘攻撃中隊（ＶＭＦＡ１２１）が９日（現地時間）、米アリゾナ州のユマ基地を離陸して米海兵隊岩国基地（山口県）に向けて出発したと発表しました。

　Ｆ３５Ｂの海外配備は初めて。近く岩国基地に到着し、ＦＡ１８ホーネットやＡＶ８Ｂハリアーなど既存の戦闘攻撃機などと交代する見通し。米海兵隊はＦ３５の岩国配備について、１月に１０機、８月に６機を追加して１６機態勢にするとしています。

　在日米軍はすでに、米海軍厚木基地（神奈川県）所属の米原子力空母艦載機５９機が今年後半から岩国に段階的に移駐すると発表。大幅な基地負担の拡大となります。

　さらに、Ｆ３５Ｂ配備に伴って沖縄の米空軍嘉手納基地に格納庫や駐機場を整備。また、同機の離着陸訓練を可能にするため、伊江島補助飛行場内の訓練施設（ＬＨＤデッキ）を大幅に拡張するなど、沖縄の基地機能も大増強しています。

しんぶん赤旗2017年1月12日(木)

米戦闘機Ｆ３５Ｂの岩国配備　日本全国　基地強化へ
　敵レーダーの捕捉を避ける「ステルス性」に優れ、米軍や日本を含む同盟国が次世代の主力戦闘機として位置付けるＦ３５ステルス戦闘機。このうち、短距離・垂直離着陸（ＳＶＴＯＬ）が可能な海兵隊仕様のＦ３５Ｂが近く、初の海外配備先として岩国基地（山口県）に到着します。
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　同基地だけでなく、日本全国の基地強化につながる重大な動きであり、監視強化・配備撤回の声を高めていくことが求められています。

●沖縄も本土も

　９日（米国時間）、日本に向けて離陸した第１２１海兵戦闘攻撃中隊は、２０１２年に米海兵隊では初めてＦ３５の運用を開始。海外配備の先陣を切ることになります。

　岩国に配備される１６機のうち６機は強襲揚陸艦に配備され、在沖縄米海兵隊とともに海外展開すると見られます。交代するＡＶ８Ｂハリアーと同じく沖縄を拠点とする可能性があります。沖縄ではすでに、Ｆ３５配備を想定して(1)嘉手納基地に格納庫・駐機場を整備(2)伊江島の離着陸訓練場を拡張(3)沖縄本島北部の訓練空域を拡大―が推進・計画されています。

　これに加え、米海軍佐世保基地（長崎県）にＦ３５Ｂの運用が可能な強襲揚陸艦ワスプを今年秋に配備します。また、ＩＨＩ瑞穂工場（東京都）と三菱重工小牧南工場（愛知県）へのＦ３５リージョナルデポ（整備拠点）設置に伴い、隣接する横田基地（東京都）、小牧基地への飛来も予想されます。

●爆音や事故も

　推進力の強いＦ３５の配備により、爆音や大気汚染など環境への影響が懸念されます。米国ではこれまで、配備が計画されている複数の州で環境影響評価（ＥＩＡ）が実施されてきました。日本では関係自治体へのまともな説明はなされていません。

　昨年１０月には米本土で飛行中に出火し、最も深刻な「クラスＡ」に分類される事故が発生しました。事故の原因究明もままならないうちの岩国配備に、地元では不安の声が上がっています。

●開発費が高騰

　Ｆ３５の開発・取得は、米国が主導するＪＳＦ（統合打撃戦闘機）計画として進められています。これは既存の戦闘機のほぼすべてをＦ３５に統一するというものです。Ｆ３５Ｂに加え、空軍仕様のＦ３５Ａ、海軍仕様で空母に着艦できるＦ３５Ｃがあります。

　また、同盟国への売却や共同生産・共同開発も推進。昨年１２月にはイタリア軍での運用が始まっています。航空自衛隊も３月から三沢基地（青森県）でＦ３５Ａの配備を開始します。

　Ｆ３５は、開発途上で機体トラブルが相次いでおり、今なお不具合が相次いでいます。開発の遅れで現状の調達費が２４４３機で計３７９０億ドル（約４４兆円）と、米国では既に史上最も高額な航空機となっていますが、費用はさらに膨らむ見通しです。

　トランプ次期米大統領は最近、ツイッターで「Ｆ３５のコストは制御不能だ」と投稿し、波紋を広げています。

　（竹下岳）

米兵、民間地の畑に落下＝オスプレイから降下訓練中－沖縄・伊江島


米海兵隊の新型輸送機オスプレイからの降下訓練中、民間地の畑に落下する米兵＝１０日、沖縄県伊江村（住民提供）
　米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイからパラシュート降下訓練中の陸軍兵１人が１０日、米軍伊江島補助飛行場（沖縄県伊江村）から約５０メートル離れた民間の葉タバコ畑に落下していたことが１１日、分かった。けが人はいなかった。村は、防衛省沖縄防衛局を通じ米側に再発防止を求める方針。
　同村や目撃した村議によると、オスプレイは２機編隊で、１機から６人がパラシュートで降下。１人が１０日午前１０時４５分ごろ、民間地に落下した。その後、訓練は中止された。（時事通信2017/01/11-10:30）
オスプレイ降下訓練中の米軍兵士が畑に着地 沖縄
ＮＨＫ1月11日 16時20分
沖縄県で１０日、アメリカ軍の輸送機オスプレイからパラシュートで降下する訓練を行っていた兵士が基地を外れて民間の畑に着地し、沖縄県は１１日、沖縄防衛局に対し安全管理の徹底などをアメリカ軍に働きかけるよう求めました。
沖縄県の伊江村によりますと、１０日午前１０時４０分すぎ、アメリカ軍のオスプレイからパラシュートで降下する訓練を行っていたアメリカ陸軍の兵士６人のうち、女性兵士１人が基地を外れ、葉タバコの畑に着地しました。
この畑はアメリカ軍に提供された訓練区域からおよそ５０メートル離れた民間地で、村によりますと、農作物などへの被害は確認されず兵士にけがはなかったということです。
伊江村では先月７日にも、パラシュートで降下したアメリカ陸軍の兵士２人が、基地の外にある畑に着地しています。
訓練中の基地の外への着地が相次いでいることを受けて、沖縄県は１１日沖縄防衛局に対し、「住民に不安を与える」として安全管理の徹底や再発防止をアメリカ軍に働きかけるよう求め、伊江村も近く、沖縄防衛局に同じような要請を行うことにしています。
オスプレイ「飛行再開許さぬ」＝不時着１カ月前に抗議集会－沖縄


新型輸送機オスプレイの飛行再開などに抗議し、シュプレヒコールを上げる市民ら＝１１日午後、沖縄県北中城村の米軍キャンプ瑞慶覧ゲート前
　米海兵隊の新型輸送機オスプレイが沖縄県名護市沖で不時着・大破した事故から１３日で１カ月となるのを前に、市民団体が１１日、米軍キャンプ瑞慶覧（北中城村など）ゲート前で抗議集会を開いた。約１００人（主催者発表）が参加し、「オスプレイの飛行再開を許さない」「欠陥機を飛ばすな」とシュプレヒコールを上げた。
　沖縄平和運動センター副議長の仲村未央・沖縄県議は「事故から１カ月もたたない間に飛行を再開し、空中給油訓練も開始した。私たちが住む島を訓練場としか思っておらず、占領意識丸出しだ」と米軍を批判。「唯々諾々と従う日本政府を徹底的に追及する」と訴えた。
　普天間飛行場周辺に住む宜野湾市の主婦森山敏子さん（６７）は「毎日が怒り心頭だ。安全だと言うのならば、本土で訓練をやればいい」と語った。（時事通信2017/01/11-17:23）
オスプレイの残骸か＝現場清掃で地元住民発見－沖縄・名護
　沖縄県名護市沖の浅瀬で昨年１２月、米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが不時着、大破した事故現場で、地元住民らがオスプレイの機体の一部とみられる残骸を海中で見つけ、１１日に引き揚げた。エンジンの一部の可能性がある。事故は１３日で１カ月となる。


米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故現場で、引き揚げられるオスプレイの機体の一部とみられる残骸。エンジンの一部の可能性がある＝１１日、沖縄県名護市安部沖（安部区オスプレイ清掃活動実行委員会・篠宮龍三さん提供）
　引き揚げたのは事故現場で清掃のボランティア活動をしている名護市安部の荒木汰久治さん（４２）ら。荒木さんによると、残骸とみられる部位は長さ約２．５メートルで、海中の岩にはさまった状態で今月３日に見つかった。
　清掃活動の仲間たちと１１日に約３時間かけて引き揚げた。付近にいた２人の米兵に引き渡した。米兵は「エンジンだ」と話していたという。（時事通信2017/01/11-20:56）
韓国が国防白書 北朝鮮のプルトニウム保有量増加
ＮＨＫ1月11日 17時52分
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韓国政府は１１日、国防白書を発表し、北朝鮮について、核兵器の原料となるプルトニウムの保有量が増えたと分析する一方、ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイルの技術については、前回の白書にあった「アメリカ本土を脅かす能力を持ったと推定される」という記述を削除し、評価を見直しました。
韓国国防省は１１日、２年に１度の国防白書を発表し、北朝鮮について、核兵器の原料となるプルトニウムの保有量が、２年前の分析から１０キログラム増え、５０キログラム余りに達しているとの見方を示しました。
また、ＩＣＢＭの技術については、前回の白書にあった「アメリカ本土を脅かす能力を持ったと推定される」という記述を削除し、評価を見直しました。
これについて、韓国軍の合同参謀本部も９日、「一定の水準を確保しているがまだ高度化されてはいない」と明らかにしていました。
一方、日本については、一部の政治家の歴史認識や、島根県の竹島に対する領有権の主張が未来志向の両国関係を妨げていると指摘しています。
しかし、去年１１月に締結した、安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定によって、北の核やミサイルの脅威に効果的に対応できるようになると評価し、防衛分野でのさらなる交流を進めていくとしています。
東京ＭＸテレビが沖縄ヘイト　高江抗議に「日当」「暴力」　辛淑玉さん、ＢＰＯ申し立てへ

沖縄タイムス2017年1月11日 07:35

テレビ東京ＭＸヘイトスピーチ沖縄ヘイトＢＰＯ辺野古新基地高江ヘリパッドのりこえネット辛淑玉
　東京の地上波テレビ局が２日に放映した番組が、米軍ヘリパッド建設に対する抗議行動を「カメラを向けると凶暴化する」「韓国人はいるわ中国人はいるわ」などと紹介し、沖縄をはじめマイノリティーに対するヘイトスピーチだと批判されている。番組中で名指しされた在日３世で人材育成コンサルタントの辛淑玉（シンスゴ）さんは近く放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）に人権侵害を申し立てる。（北部報道部・阿部岳）

前




「ニュース女子」の番組ウェブサイト

　番組は東京のローカル局、東京ＭＸテレビの「ニュース女子」。ジャーナリストの井上和彦氏が沖縄で取材した。スタジオでは東京新聞・中日新聞論説副主幹の長谷川幸洋氏が司会を務め、経済ジャーナリストの須田慎一郎氏、元経済産業省の岸博幸氏らを交えてやりとりがあった。

　番組では「報道されない真実」として、東村高江の現場について事実誤認が繰り返される。「過激派が救急車も止めた？」はネット上で広まったが、本紙も地元消防に虚偽だと確認している。

　「反対派は日当をもらっている？」と伝えたのも、「証拠」は出どころ不明の茶封筒に書かれた「光広」「２万」の文字だけ。実際、市民団体では少数の固定メンバーが実費の一部を受け取っているにすぎない。

　さらに、「反対派の暴力行為により近寄れない」とリポート。「トンネルの向こうは現場」「足止めを食っている」として、残念そうに「ロケ断念」を発表した場所は、高江の現場から直線距離でも２５キロ、車で行くと約１時間はかかる名護市の「二見杉田トンネル」前だった。結局、抗議する市民の声は１人も紹介されなかった。

　ヘイトスピーチに対抗する団体「のりこえねっと」が本土からの交通費５万円を支給し、高江に「市民特派員」を派遣したことも取り上げた。公開された要項にも財源はカンパだと書いてあるのに、あえて「分からない」と強調。共同代表の辛さんを取り上げ、「反対運動を扇動する黒幕の正体は？」とテロップを流した。

　辛さんによると、同局から取材は一切なかったという。「本土の無知につけ込み、沖縄の運動に中国、北朝鮮のカネが入っているなどというネットのデマを地上波が垂れ流した。在日に対する差別を利用し、沖縄とセットでたたこうとする悪質なヘイトスピーチだ」と批判する。

　ＭＸテレビは本紙の取材に対し、「状況確認や回答の可否を含めて結論が出ていない」と述べた。番組を制作したＤＨＣシアターからは回答がなかった。

　東京ＭＸテレビ　東京で６局目の民放、初のローカル局として１９９５年に開局。当初は受信に専用アンテナが必要なＵＨＦ放送だったが、２００３年のデジタル放送開始で他のキー局と同様に見られるようになった。エフエム東京、中日新聞社、東京都などが株主。

ＰＫＯの性的暴行、対策強化へ＝作業部会で検討－国連総長


グテレス国連事務総長＝３日、ニューヨークの国連本部（ＡＦＰ＝時事）
　【ニューヨーク時事】１日に就任した国連のグテレス事務総長は、国連改革の一環として、後を絶たない平和維持活動（ＰＫＯ）兵士らによる現地住民に対する性的暴行の対策を強化する方針だ。グテレス氏は作業部会を設置し、メンバー９人を任命。今後、作業部会が「革新的な対策」（事務総長報道官）を検討する。
　ＰＫＯに従事する兵士や警官、文民要員が立場や権限を利用して、現地住民と性的関係を持ったり強要したりするケースは、長年にわたり報告され、対策も講じられてきた。一方、２０１６年の報告書によると、１５年には６９件の性的「搾取」や「虐待」の疑いが指摘され、根本的な解決には至っていない。
　問題がなくならない背景には、ＰＫＯに参加する兵士らの刑事責任を問う権限が派遣国にある一方、派遣国は他国で不正行為をした自国民の処罰に消極的なことがある。実際、１６年の報告書によると、疑いが立証され、禁錮刑となった兵士３人の刑期はわずか４５～６０日だったという。（時事通信2017/01/11-14:49）
国連事務総長 紛争の予防に重点
ＮＨＫ1月11日 8時02分
国連のグテーレス事務総長は安全保障理事会の会合で、「これまで紛争への対応に目を向けてきたが、今後は紛争を防ぐためにはるかに多くのことが必要だ」と述べて、紛争の予防により力を入れていく考えを強調しました。
今月就任した国連のグテーレス事務総長は１０日、アメリカ・ニューヨークにある国連本部で就任後初めて安全保障理事会の会合に出席しました。
この会合は紛争の予防をテーマにした公開討論で、９３か国の代表が参加する中、グテーレス事務総長が演説し、「われわれは平和と安全をどう目指すか発想を変えなければならない。過去何十年間、紛争への対応に目を向けてきたが、今後は紛争を防ぐためにはるかに多くのことが必要だ」と述べて、紛争の予防により力を入れていく考えを強調しました。
具体的な対策としては、事務総長をトップとした新たな幹部会を設置して、迅速な意思決定を行うことや、事務総長が率先して加盟国との信頼関係の向上に努めること、さらに世界各地で起きている対立に対して複数の国連機関が結束して対応するよう調整する特別顧問の任命を挙げました。
国連に対しては、世界中の内戦や紛争の調停やＰＫＯを行ってきたものの、安保理が紛糾して効果的に対応できていないという批判もあり、グテーレス事務総長にとって、対立や紛争の当事国とともに安保理の加盟国といかに良好な関係を築けるかが課題になります。
トランプ氏と日米同盟強化へ　安倍首相インタビュー

共同通信2017/1/10 20:35

　安倍晋三首相は10日、共同通信社との単独インタビューに応じ、今月20日に就任するトランプ次期米大統領とアジアの安全保障環境を巡って認識を共有し、日米同盟を強化していく決意を表明した。環太平洋連携協定（TPP）の意義も訴える方針。「法の支配」を含めた基本的価値観の共有に自信を見せた。未来志向の外交ビジョンを世界へ積極的に打ち出す方針も強調した。

　首相は昨年12月の米ハワイ・真珠湾訪問でオバマ大統領と「和解の力」をアピールしたのを踏まえ、過去を教訓に未来志向の外交方針を描く意向も示した。

トランプ氏にきっぱり拒否を＝駐留経費負担増で自民・石破氏
　自民党の石破茂前地方創生担当相は１１日、金沢市で講演し、２０日に就任するトランプ次期米大統領が在日米軍駐留経費の負担増を求めていたことについて、「トランプ氏はもっと金を出せと言ってくるかもしれないが、きっぱり断らなければならない。７５％も負担しているのだから」と述べ、米側が負担増を求めてきた場合は拒否すべきだとの考えを示した。
　石破氏はその理由について、日本が全額負担すれば「丸抱えになる。完全な傭兵（ようへい）だ。米国のプライドが許さない」と説明した。その一方で日本の基地提供に関し「日本は核も大陸間弾道弾も航空母艦も持たない。米軍の駐留は必要だ」と指摘。「米国から言われたからどうではない。中国や北朝鮮の動向を真剣に考えないといけない時代が初めてきた」と強調した。　（時事通信2017/01/11-16:49）
日米経済フォーラム 日本企業ＮＡＦＴＡ見直しに懸念
ＮＨＫ1月11日 12時57分
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日米の経済関係を強化するための方策を検討する「日米経済関係フォーラム」がワシントンで開かれ、出席した日本企業の幹部からは、トランプ次期大統領が掲げるＮＡＦＴＡ＝北米自由貿易協定の見直しで、メキシコに進出している日本企業に悪影響が及ぶのではないかと懸念する声が聞かれました。
この会合は、１０日ワシントンの日本大使館が開いたもので、アメリカに拠点を持つ日本企業の幹部らが参加しました。まず、佐々江駐米大使があいさつし、トヨタ自動車がメキシコに工場を建設する計画をトランプ次期大統領が批判したことをふまえ、「トヨタ自動車の車は、アメリカ人の手によって、アメリカの部品でつくられている」と述べ、日本企業がアメリカ国内で多くの雇用を創出していることを強調しました。
参加者の間では、日米の良好な経済関係は続くという意見が聞かれる一方で、トランプ氏が掲げるＮＡＦＴＡ＝北米自由貿易協定の見直しを懸念する声が聞かれました。
日本企業の幹部の１人は「いちばん懸念しているのはメキシコに関係する部分だ。アメリカへの輸入にあたって関税を引き上げるとなると、日本企業が多く進出しているので、影響が出るのではないか」と話していました。
米つなぎ止めへ連携確認＝安倍首相、１２日からアジア大洋州歴訪
　安倍晋三首相は１２日、フィリピン、オーストラリア、インドネシア、ベトナム４カ国歴訪に出発する。２０日に発足するトランプ次期米政権がアジア太平洋地域を重視するリバランス（再均衡）政策を維持するよう、連携して働き掛けていくことを各国と確認したい考えだ。台頭する中国を念頭に、米国のつなぎ止めを図る安倍外交の新たな一歩となる。
　訪問先の４カ国はいずれも、ここ１～２年程度の間に首脳が交代した。首相は各国首脳との会談で信頼関係を深め、２国間関係の強化を目指す。
　首相はまず、１２、１３両日にフィリピンを訪問する。ドゥテルテ大統領との会談は、同氏が来日した昨年１０月以来だ。フィリピンが中国と領有権を争う南シナ海問題での緊密な連携を確認する。
　１４日には豪州のターンブル首相とシドニーで会談。次期米政権の外交政策が不透明な中、日米豪の結束の重要性について認識の共有を図る。トランプ氏が離脱を掲げる環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への対応も協議する見通しだ。
　１５日に予定するインドネシアのジョコ大統領との会談では、南シナ海問題での連携に加え、港湾など同国のインフラ整備をめぐる協力が主要議題となる。
　最後の訪問国ベトナムでは、１６日に最高指導者のグエン・フー・チョン共産党書記長、グエン・スアン・フック首相ら指導部と個別に会談。中国の南シナ海進出をにらみ、新造巡視船の供与を表明する。１７日に帰国する。（時事通信/01/11-16:26）
安倍首相 きょうから比や豪など４か国歴訪へ
ＮＨＫ1月12日 4時39分
安倍総理大臣は１２日からフィリピンやオーストラリアなど４か国を歴訪し、各国の首脳と会談することにしており、アメリカのトランプ新政権の発足や海洋進出を強める中国を念頭に、経済面や安全保障面での関係強化を図りたい考えです。
安倍総理大臣は、１２日から６日間の日程で、フィリピン、オーストラリア、インドネシア、ベトナムの４か国を訪れ、フィリピンのドゥテルテ大統領やオーストラリアのターンブル首相ら各国首脳と会談することにしています。
一連の会談を通じて、安倍総理大臣は、今月２０日にアメリカのトランプ次期大統領が就任することを念頭に、引き続き自由貿易を推進するため、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の発効のほか、ＲＣＥＰ＝東アジア地域包括的経済連携のＴＰＰと同様の水準での交渉妥結に向けて、関係国との緊密な連携を確認したい考えです。
また、アジア太平洋地域の平和と安定にはアメリカを中心とする同盟のネットワークが重要だとして、安全保障や防衛分野での関係強化を図るとともに、中国が拠点構築を進める南シナ海の情勢をめぐって、法の支配や航行の自由の重要性などを確認したい考えです。
さらに、ことしは、フィリピンがＡＳＥＡＮ＝東南アジア諸国連合の議長国を、ベトナムがＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議の首脳会議の議長国を務めることから、それぞれの首脳会議の成功に向けて協力する考えを伝えることにしています。
「超大国トップ」の威厳演出＝周辺にはデモ隊－トランプ氏会見
　【ニューヨーク時事】「一部の報道機関はプロではない」。１１日行われたトランプ次期米大統領の記者会見は、自身に厳しい報道姿勢を取るメディア批判から始まった。背後には１０本の星条旗。「超大国トップ」としての威厳を演出した。
　黒っぽいスーツと赤のネクタイ姿でトランプ氏が姿を見せるとカメラのシャッターが一斉に切られ、金色の柱や壁にフラッシュの光が反射した。会場にはペンス次期副大統領のほか、長女イバンカさんや夫クシュナー氏、ジュリアーニ元ニューヨーク市長らも姿を見せた。
　大統領選勝利後初めての会見とあって、「トランプ・タワー」１階のロビーを仕切った即席の会見場には数百人の報道関係者が集結。トランプ氏は時にユーモアを交えながら、矢継ぎ早の質問に比較的落ち着いた様子で答えた。
　一方、タワー周辺には約２０人のデモ隊が集まり、ゴミ箱に入るトランプ氏の絵と「トランプを排除せよ！」と書かれた紙や垂れ幕を掲げた。デモ隊の１人、ジェイミー・バウアーさん（５５）は「トランプ氏の政策や閣僚人事、記者会見を行わずマスコミから隠れる姿勢に困惑し、参加した」と語った。
　タワー前では観光客らが写真を撮るため足を止めると、警官が近づき、立ち止まらないよう促していた。　（時事通信2017/01/12-02:01）
トランプ次期大統領 大統領選後初の記者会見 米利益最優先を強調
ＮＨＫ1月12日 5時05分
アメリカのトランプ次期大統領は、大統領選挙後、初めてとなる記者会見を開き、「日本などとの貿易でアメリカは多額の損失を被っている」などと述べ、日本についても挙げながら、貿易の不均衡を是正してアメリカの利益を最優先に確保していく姿勢を強調しました。
トランプ次期大統領は、来週の大統領就任を前に、日本時間の１２日午前１時すぎからニューヨークのトランプタワーで、３００人以上の報道陣が集まる中、去年７月以来、およそ半年ぶりとなる記者会見を開きました。
この中で、トランプ氏は、新しい国務長官に大手エネルギー企業エクソンモービルの前ＣＥＯのティラーソン氏を指名したことに言及し、「次期政権には優秀な人物を起用したい。アメリカの貿易交渉は悲惨な状況で、中国、日本、メキシコなどとの貿易で多額の損失を被っている」と述べました。
そのうえで、大手自動車メーカーのフォードがメキシコに工場を移転する計画を撤回したことなどを評価し、「自分は史上、最も雇用を生み出す大統領になる」と述べ、貿易不均衡の是正や国内の雇用確保に全力を挙げ、アメリカの利益を最優先に確保していく姿勢を強調しました。
また、トランプ氏は、これまで、シリア政策などでロシアと協力を目指す姿勢を示していましたが、会見の中で「プーチン氏が私を気に入っていることは財産だ。ただ、うまくやっていけるのかどうかはわからない。うまくいくことを望む」と述べ、これまでの発言に比べ慎重な見方を示しながらも関係改善への意欲を改めて示しました。
一方、大統領選挙でトランプ氏を後押しするためにロシア政府が民主党のクリントン氏の陣営にサイバー攻撃を仕掛けたとするアメリカの情報機関の見方について、「ロシアは選挙に干渉した」と初めてロシアの関与を認める一方で、「民主党はハッキングされることにとてもオープンだった」と述べ、批判の矛先は民主党に向けました。
また、ロシア政府がトランプ氏の弱みとなる情報をつかんでいる疑いがアメリカのメディアで報じられたことについては、「事実ではないフェイクニュースだ」として、報じたメディアを名指しして厳しく批判するとともに、そのメディアの記者に対して「あなたの質問は受けない」と質問を拒むなど、メディアとの対決姿勢を示しました。
メキシコ国境にすぐに壁建設
トランプ氏は、メキシコとの国境沿いに築くとしてきた壁について、「メキシコに費用を負担するよう交渉するが、その結果を待たずに、すぐに壁の建設を始める」と述べて、あくまでも建設を進める考えを強調しました。
また、オバマ大統領が推進した医療保険制度改革、いわゆるオバマケアについて「オバマケアは最悪の制度だ」と批判したうえで、「就任後できるだけ早く廃止し、ほぼ同時に別の制度に入れ替える」と述べて、早期に撤廃する考えを示しました。
一方、社会を２分するような重要な問題をめぐって司法判断を行う連邦最高裁判所の判事のうちの１人が去年死去し、全米の関心が集まっている後任の人選について「大統領に就任後、２週間以内に指名する」と述べ、速やかに対応していく考えを強調しました。
最も多く雇用生み出す大統領に
これまでアメリカ国内の雇用が奪われているとしてメキシコに生産拠点を置く自動車メーカーへの批判を繰り返してきたトランプ氏は、会見で、「経済にとってすばらしいニュースがあった」と述べ、大手自動車メーカーのフォードがメキシコに工場を移転する計画を撤回したことなどを評価しました。
そして、「史上、最も多くの雇用を生み出す大統領になる」と述べて、雇用の創出に力を入れる姿勢を強調しました。
また、「製薬メーカーは、たくさんの薬を供給しているが、かなりの部分をアメリカで作っていない。国内に戻さなければならない」と述べ、批判の矛先を製薬メーカーにも向けました。
そのうえで、トランプ氏は「企業が生産拠点をメキシコに移した場合、雇用を生み出すことができなくなる。国境を越えてアメリカで売ろうとすれば高い関税を支払うことになる。海外に移転しておとがめなしは許さない」と述べ、海外に拠点を移した企業に高い関税をかけるという従来の主張を改めて訴えました。
一方、トランプ氏は「アメリカは悪い取り引きばかりして貿易で多額の損失が出ている。中国、日本、メキシコと良い取り引きができていない」と述べて、日本も名指しして貿易の不均衡を是正する必要があると訴えました。
トランプ次期大統領「日本などが過去の政権以上に尊敬」と自信
ＮＨＫ1月12日 2時39分
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アメリカのトランプ次期大統領は選挙後初めての記者会見で、「ロシアや中国、それに日本やメキシコなど、すべての国が過去の政権以上にわれわれを尊敬するだろう」と述べ、自信を示しました。
トランプ次期大統領「日本と良い取り引きできてない」
ＮＨＫ1月12日 2時07分
アメリカのトランプ次期大統領は選挙後初めての記者会見で、「アメリカは悪い取り引きばかりして貿易で多額の損失が出ている。中国、日本、メキシコと良い取り引きができていない」と述べて、貿易の不均衡を是正する必要があると訴えました。
トランプ次期大統領 記者会見の冒頭でメディアをけん制
ＮＨＫ1月12日 2時32分
アメリカのトランプ次期大統領は記者会見の冒頭で、「あまり正確にニュースが伝わらなかったので会見をやめていた。ばかげたことが広がろうとしていた。情報機関が流したのかもしれないが、大きな汚点で、報道されるべきでなかった。いくつかの報道機関は私をちゃんと扱わなかった」などと述べて、みずからに批判的な報道をしていたメディアをけん制しました。
トランプ次期大統領会見 記者の質問さえぎり応酬の一幕も
ＮＨＫ1月12日 2時23分
アメリカのトランプ次期大統領は、メディアの報道を批判していることについて質問しようとしたＣＮＮテレビの記者に対して、「あなたの質問は受けない」と述べて、それでも質問しようとする記者と応酬となる一幕がありました。
トランプ次期大統領 情報機関の重要性を強調
ＮＨＫ1月12日 2時28分
アメリカのトランプ次期大統領はニューヨークで行われている記者会見で、「情報機関は死活的に重要だ」と述べ、アメリカの情報機関の重要性を強調しました。また、トランプ氏は「サイバー攻撃に対して守りが非常に弱い」と述べ、就任後、９０日以内に、情報機関に対しサイバー攻撃に対する防衛策を求める考えを示しました。
中国の南シナ海進出批判＝次期米政権の国務長官候補－同盟関係も焦点・上院公聴会
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領が国務長官に指名したレックス・ティラーソン前エクソンモービル会長（６４）　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領が国務長官に指名したレックス・ティラーソン前エクソンモービル会長（６４）の承認に関する公聴会が１１日、上院外交委員会で開かれた。ティラーソン氏は中国について、人工島建設など南シナ海の海洋進出を批判し、北朝鮮に圧力をかけるよう求める方針を示した。
　トランプ氏は「一つの中国」原則に縛られない考えを示し、就任前から中国との摩擦が生じている。ティラーソン氏は「中国による南シナ海の人工島建設は違法だ」と断言。一方で「米中の経済は深くつながっている」とも述べ、硬軟両様で臨む方針を示した。
　議会承認で最大の焦点は、ロシアのプーチン大統領との親密な関係だ。民主党議員だけでなく共和党のルビオ議員らからもティラーソン氏の親ロ的な姿勢に懸念の声が上がっている。ティラーソン氏はウクライナ紛争やシリア内戦を念頭に「ロシアの最近の行動は米国の国益を無視している」と批判しつつも、対テロ戦など「共通の利益」もあるとして、対話の必要性も強調した。
　また、トランプ氏が選挙戦で、見直しの可能性を示唆した日本や北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）などとの同盟関係について、ティラーソン氏は「義務を果たさない同盟国を見て見ぬふりはできない」と主張。同盟国にこれまで以上の防衛負担を求める可能性がある。
　中東政策では、過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）掃討を「最優先事項」に掲げ、「イスラム過激主義を阻止するために急務なのはＩＳ打倒だ」と語った。　
　ティラーソン氏は１９７５年、技術者としてエクソンに入社し、２００６年にトップへと上り詰めた。外交や行政の実務経験がない極めて異例の国務長官候補だ。（時事通信2017/01/12-01:11）
同盟は重要な手段＝「力による平和」も強調－次期米補佐官


１０日、ワシントンで講演するフリン次期米大統領補佐官（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】フリン次期米大統領補佐官（国家安全保障担当）は１０日、ワシントンで講演し、「同盟はわれわれの持つ重要な手段の一つであり、同盟の力によって、われわれの力も強まる」と述べ、同盟関係の意義を強調した。「米国第一」主義を掲げ、同盟関係の見直しも示唆するトランプ次期大統領に対する日本など同盟国の不安払拭（ふっしょく）に努めた形だ。
　フリン氏は「われわれが好もうと好むまいと、世界はわれわれを必要としている」と指摘。さらに「米国は超大国にとどまらなければならない」と述べ、米国が国際社会でリーダーシップを取り続けることに前向きな姿勢を示した。
　その一方で、米国の安全は「力による平和」によって実現すると訴え、国際法や規範に基づいた国際協調を重視するオバマ政権とは異なるアプローチを取る意向をにじませた。　
　トランプ氏は選挙戦で、日本などの同盟国が米軍駐留経費の負担を増やさなければ、駐留米軍を撤収させる可能性に言及するなど同盟関係を軽視する発言を繰り返してきた。これに対し、フリン氏は昨年１０月に訪日した際、日米同盟について「強固な関係を築きたい」と述べている。（時事通信2017/01/11-06:31）
トランプ次期大統領の補佐官 同盟関係重視の姿勢強調
ＮＨＫ1月11日 15時07分
アメリカのトランプ次期大統領の安全保障政策担当補佐官になるフリン元国防情報局長官が講演を行い、「同盟の強さがアメリカの強さを増す」と述べ、次期政権でも同盟関係を重視していく姿勢を強調しました。
アメリカのトランプ次期大統領が、ホワイトハウスの安全保障政策担当の大統領補佐官に指名したフリン元国防情報局長官が１０日、ワシントンで開かれた政権移行をテーマにした会議で講演しました。
この中でフリン氏は、トランプ次期政権の安全保障政策について、「最大の任務はアメリカ国民を守ることだ」と述べ、この方針に基づいて国家安全保障会議を運営していくと説明しました。そのうえで、フリン氏は「世界中との関係を検証し、再調整する可能性もあるが、同盟国がアメリカの安全や繁栄のために払った犠牲や、その大きな貢献は今後も心にとどめていく。同盟はアメリカの重要な手段の１つであり、同盟の強さはアメリカの強さを増す」と述べ、新政権も同盟関係を重視していく姿勢を強調しました。
トランプ氏は日本などの同盟国に対して、駐留経費の負担の増額などを求める方針を示し、新政権の安全保障政策に対する懸念の声も上がっています。フリン氏の今回の発言は、同盟を重視する姿勢を強調することで、同盟国の懸念を払拭（ふっしょく）する狙いもあったものと見られます。
フリン氏「同盟重視」強調…関係国の懸念払拭

読売新聞2017年01月11日 18時05分

１０日、米ワシントンで講演するフリン氏（ロイター）

　【ワシントン＝大木聖馬】米国のトランプ次期政権で国家安全保障担当大統領補佐官に就任するマイケル・フリン元国防情報局長官は１０日、ワシントン市内で講演し、「同盟は我々が持つ重要な手段の一つであり、同盟の力は我々自身の力も強くしている」と述べ、同盟国との関係を重視していく姿勢を強調した。

　フリン氏は個別の国名は挙げず、「米国と世界の国々との関係を精査する」と述べ、同盟関係を再評価する方針を示した。一方で「多くの同盟国が我々の安全や繁栄のために払ってきた犠牲や深い関与に留意していく」とも述べ、同盟国による貢献を正当に評価する考えも示した。

　トランプ氏は大統領選で、日本や韓国などとの同盟関係について「米国の負担に対する見返りがない」と批判し、同盟国に動揺が広がった経緯がある。フリン氏は同補佐官に内定後、初めて行った公の場での講演で同盟関係の重要性を強調し、懸念の払拭を図った。

国民生活への影響最小化＝１９年元日から新元号－天皇退位前に公表へ
　政府は天皇陛下の退位をめぐり、２０１９年元日に皇太子さまが即位し、同時に「平成」から新たな元号に改元する検討に入った。国民生活への影響を最小限にとどめるため、新元号は事前に公表する方向。政府は既に準備に着手しており、改元に向けた動きが加速しそうだ。
　改元のタイミングを年初にするのは、カレンダーや手帳の刷り直し、政府や民間のシステム改修などにより、国民生活が混乱したり、経済的損失が生じたりするのを避けるためだ。
　１９８９年の平成への改元は１月８日からとなり、大量のカレンダーなどが廃棄された経緯がある。また、当時と異なりコンピューターが一般に普及していることから、政府は少なくとも数カ月から半年程度の準備期間が必要と判断している。
　退位時期をめぐっては、陛下はお言葉の中で「２年後には平成３０年（１８年）を迎える」と述べられた。同年１２月２３日に陛下が８５歳を迎えられることもあり、「平成３０年が一つの節目」というのが当初から関係者のほぼ共通した認識だった。（時事通信2017/01/11-19:50）
天皇退位「一代限り」前面＝２３日論点整理、国会論議へ


天皇陛下の退位をめぐる政府の「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」を終え、記者会見する座長代理の御厨貴東大名誉教授＝１１日午後、首相官邸
　天皇陛下の退位をめぐる政府の「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」（座長・今井敬経団連名誉会長）は１１日の第８回会合で、２３日の論点整理公表に向け詰めの討議を行った。同会議は、今の陛下一代に限り退位を認める特例法での対応が望ましいとする安倍政権の意向に沿った見解を打ち出す。政府は論点整理を与野党に諮る方針で、国会でも議論が本格化する。
　１１日の会合では、特例法での対応について「国会でその都度、国民の意思を反映して状況に応じた慎重な審議ができるのでリスクが少ない」と改めて利点を訴える意見が出た。座長代理の御厨貴東大名誉教授はこの後の記者会見で「論点や課題を分かりやすく整理して公表し、国民の理解を深めることが重要だ」と述べ、世論の理解と支持を重視して取りまとめに当たる考えを示した。
　有識者会議は昨年１２月の前回会合で、「一代限りの特例法」を認める方向性で一致。２３日の次回会合では、事務局作成の原案を基に最終的に協議した上で論点整理を公表する。会合には安倍晋三首相や菅義偉官房長官の出席も調整している。（時事通信2017/01/11-19:01）
特例法へ環境整備＝天皇退位の有識者会議


天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議に臨む座長の今井敬経団連名誉会長（右から２人目）ら＝１１日午前、首相官邸
　天皇陛下の退位をめぐる政府の「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」（座長・今井敬経団連名誉会長）は１１日午前、８回目の会合を首相官邸で開き、２３日に公表する「論点整理」について詰めの検討を行った。同会議は昨年１２月の前回会合で、今の陛下一代に限り特例法で退位を認める方向性で一致しており、特例法での対処に向けた環境整備を進める。
　１１日の会合では、特例法について「国会でその都度、国民の意思を反映して状況に応じた慎重な審議ができるので（皇室典範改正による制度化より）リスクが少ない」として、積極的に推す意見が出た。憲法が定める摂政制度については「弾力的に活用できるとの誤解があるが、意思能力がない場合の法定代理という制度趣旨を正しく理解してもらう必要がある」と活用に消極的な意見も出た。（時事通信/01/11-13:22）
１９年元日に新元号＝皇太子さま即位へ－退位めぐり政府検討
　天皇陛下の退位をめぐり、政府は２０１９年１月１日に皇太子さまが新天皇に即位し、同日から「平成」に代わる新元号とする検討に入った。国民生活への影響を最小限に抑えるには、改元は元日にするのが望ましいと判断した。今の陛下は１８年１２月３１日に退位し、平成は３０年までとなる。政府関係者が１１日明らかにした。
　菅義偉官房長官は１１日の記者会見で、退位に伴う皇位継承と改元の進め方について「現時点において全く考えていない」と述べるにとどめた。
　政府は、今の陛下一代に限り退位を認める特例法案を、与野党の議論も踏まえながら、５月の大型連休前後に提出する予定。退位の日付については、「皇室会議の議決を経て政令で定める」との条文を特例法案に置く案も出ている。
　陛下は退位の意向をにじませた昨年８月のお言葉で、「２年後には平成３０年を迎えます」と述べられ、１８年が一つの節目になるとの考えを示唆されていた。政府内では、当初から退位の時期について「１８年末がめど」（官邸関係者）との見方が広がっていた。
　皇位継承に関し、政府は「退位と即位に関する諸行事の準備期間を勘案すると、退位が決まってから１年程度はかかる」と想定している。一方、元号が変わればカレンダーなどの印刷物の作り直しや元号を使ったシステムの改修も必要で、国民生活の混乱や経済的な損失を避けるため、「１８年末の退位、１９年元日の即位」の日取りとする。
　１９８９年の平成改元の際は、１月７日の昭和天皇崩御当日、有識者懇談会の意見などを踏まえて三つの候補の中から「平成」が選ばれ、当時の小渕恵三官房長官（故人）が発表。翌日に改元された。
　元号法は、「元号は皇位の継承があった場合に限り改める」と規定しているが、２０日召集の通常国会で特例法案が成立すれば、皇太子さまの即位まで時間的な猶予があることから、政府は元号を事前に公表し、一定の周知期間を設ける方向で検討を進める。（時事通信2017/01/11-12:05）
茨城新聞／2017/1/10 4:05

論説　憲法施行70年／理念実現へ議論深めたい

　「新憲法をつらぬいている民主政治と、国際平和の輝かしい精神を守りぬくために、全力をつくすことを誓おう」。1947年の5月3日に発行された小冊子「新しい憲法　明るい生活」はこう呼び掛けている。
　 作成したのは帝国議会に設置された「憲法普及会」。2千万部を全国の家庭に配布した。
　 各章には「私たちの天皇」「もう戦争はしない」「人はみんな平等だ」「私たちのおさめる日本」などの見出しが並ぶ。象徴天皇制、平和主義、基本的人権の尊重、国民主権-。憲法の「理念」を国民に分かりやすく解説した内容と言える。日本国憲法は今年5月3日、施行から70年を迎える。憲法を取り巻く政治状況は昨年の参院選で大きく変わった。衆参両院で憲法改正に前向きな勢力が発議に必要な「3分の2以上」の議席を占め、今年は本格的な改憲論議が行われる見通しだ。
　 安倍晋三首相は年頭の自民党会合で「新しい時代にふさわしい憲法の議論を深め、形作っていく年にしたい」と述べた。確かにこの間の変化は大きい。だが70年前に掲げた理念を私たちは実現できているだろうか。
　 理念は理想的すぎるという議論もあろう。だが憲法の条文を現実に合わせて書き換えるのではなく、理念に現実を近づける努力こそが今求められているのではないか。「改憲ありき」ではなく、理念の実現に向けて何を行うべきかを基軸に、社会や政治の在り方を考える議論を深めたい。
　 基本理念をキーワードに考えてみよう。「基本的人権の尊重」はどの政党も否定しない。だが本当に人々の人権は守られているのか。グローバル経済の下、富の集中と格差・貧困の拡大が指摘される。ネット上では人格を傷つけるような言説が拡散する。男女は平等だと胸を張れるだろうか。
　 憲法は基本的人権を「侵すことのできない永久の権利」(97条)と定めている。だが2012年の自民党改憲草案はこの条項を全文削除した。後退と言わざるを得ない。「平和主義」はどうか。日本はこの看板の下、海外で武力行使をせずに現在を迎えている。改憲勢力も「平和主義」は否定しない。問題はその中身である。
　 昨年施行された安全保障関連法は自衛隊の海外での活動を拡大した。安倍首相は「積極的平和主義」を掲げるが、進むのは自衛隊と米軍の活動の一体化だ。トランプ次期米政権は、より軍事的な負担を日本に求める可能性もある。
　 東西冷戦が終結し、テロや紛争が相次ぐ不安定な時代に入った。その中で「平和主義」をどう具体化するのか。対立や軍拡競争に加担しない外交と国際貢献を議論したい。
　 「国民主権」は機能しているだろうか。国会では少数意見を切り捨てる強硬な運営が目立つ。各種選挙での投票率の低さは私たちが向き合うべき課題と言えよう。
　 天皇陛下は昨年のビデオメッセージで「象徴の務めを果たすことが難しくなる」と述べられた。国民統合の象徴である天皇制の在り方もあらためて考えたい。
　 全ての基礎にあるのが憲法は権力を縛るという「立憲主義」だ。権力を制限することで、人権や自由は守られ、国民が主権者として平和を希求する政治を進めることが可能となる。この言葉の意味を再確認したい。

京都新聞／2017/1/11 12:05

社説　共謀罪／人権脅かす懸念拭えぬ

　強権と乱用の懸念が拭えない。
　政府は、「共謀罪」の新設を柱とする組織犯罪処罰法改正案を２０日召集の通常国会に提出する方針を明らかにした。
　共謀罪は、犯罪を実行に移す前に計画に加わっただけで処罰する。捜査機関の拡大解釈による人権侵害の恐れが問題となり、国会で３回廃案になった経緯がある。
　政府は２０２０年の東京五輪・パラリンピックに備えたテロ対策のためと強調するが、聞こえてくる中身は従来の危うさが消えないままだ。またぞろ土壇場になって与党の「数の力」で押し通すのでなく、速やかに全容を国民に説明すべきであり、国会で徹底的に問題点を洗い出す必要がある。
　共謀罪が特異なのは、対象となる犯罪が広いことだ。政府が法案の下敷きとする国連の国際組織犯罪防止条約は、懲役・禁錮４年以上の犯罪としており、国内では計６７６に及ぶ。殺人や窃盗、詐欺のほか業務上過失致死など組織犯罪と関連が薄いものも含まれる。懸案の絞り込みは与党内でも議論できておらず、とりあえず網をかぶせるというのでは乱暴すぎる。
　適用対象は、以前の「団体」から「組織的犯罪集団」とし、計画だけでなく資金集めなど具体的な「準備行為」を要件に加える方向のようだ。だが何が該当するのか曖昧で線引きも難しく、捜査機関の恣意（しい）的な解釈を排除しがたい。市民団体などが自らも対象になり得ると警戒するのは無理もない。
　反対する日弁連は、従来政権で検討されていた、国境をまたぐ犯罪に要件を限る議論が立ち消えになっていることも批判している。政府は条約締結のため法整備が不可欠とするが、条約が掲げるのは越境的な組織犯罪の封じ込めであり、政府のより大きな狙いは国内にあるのではという疑念だ。
　安倍政権は、特定秘密保護法をはじめ政府の裁量や捜査機関の権限を広げる法整備を相次ぎ進めてきた。電話やメールの傍受も法改正で比較的軽微な犯罪にまで拡大している。今回も五輪開催やテロ対策を前面に掲げれば、国民の批判が高まりにくいという計算を感じざるを得ない。
　現在でも殺人など一部犯罪を準備段階で処罰する規定があり、既存法を駆使すれば条約に対応でき、他国の例をみても締結は可能という指摘もある。
　多様化するテロは法整備だけで防げるものでない。情報収集や捜査手法面の連携や力量の向上こそ急ぐべきだろう。

高知新聞／2017/1/11 10:05

社説　共謀罪／危うさは解消していない

　名称を変え、適用対象などを絞っても、捜査当局による乱用の恐れは拭えず、市民活動や思想・信条の自由を脅かしかねない。
　政府が、そんな危うさのある「共謀罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案を２０日召集の通常国会に提出する方針を固めた。
　共謀罪は重大犯罪の実行行為がなくても、謀議に加わるだけで処罰できるようにするものだ。日本の刑事法制はごく一部の例外を除いて、実行された犯罪を裁くのが原則で、共謀罪の幅広い適用は大きな転換につながる。
　政府は２００３年から０５年にかけて、国会に新設のための法案を３度提出した。だが、国民の強い反発によって、いずれも廃案となった経緯がある。
　今回は、２０年の東京五輪・パラリンピックに向けたテロ対策の強化を前面に押し出し、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更する。過去の法案では単に「団体」としていた適用対象も「組織的犯罪集団」に限定する、としている。
　さらに、単なる共謀だけでなく、資金の確保など犯罪を実行するための「準備行為」も構成要件に加える方向だ。どれもが厳しい批判を踏まえた見直しだろう。
　だが、組織的犯罪集団に当たるかどうかを判断するのは、あくまで捜査当局だ。準備行為の具体的な内容も明確とはいえない。しかも、対象となる犯罪は法定刑が懲役・禁錮４年以上の６７６に上るという。
　見直しによって装いを変えても、捜査当局が恣意（しい）的に判断する余地は大きく残っているといわざるを得ない。職権乱用による人権侵害の危険性は解消されないままだ。
　共謀罪の新設へと動くきっかけになったのは、２０００年の国連総会で採択された「国際組織犯罪防止条約」だ。政府は批准するためには、共謀罪を含む国内法の整備が必要だと繰り返し説明している。
　これに対し、日本弁護士連合会は条約の批准に「新たな立法は必要ない」との立場だ。これまでに１８０カ国以上が批准しているが、多くの国は国内法を整備しなかったり、多少の法整備で済ませたりしたとも指摘している。
　欧米をはじめ世界各地でテロが頻発し、一般市民が集まる場所を標的にするケースも増えている。日本人が巻き込まれる事件も起きた。テロを未然に防ぐための取り組みを強化する必要があるのは確かだろう。
　ただし、共謀罪の新設が果たして必要なのか。捜査当局が犯罪の謀議を把握するためとして、市民の日常会話や電話、メールの傍受などを強めていくことは容易に想像できる。国による監視が一段と強化される社会につながる恐れは大きい。
　私たちの自由や権利に深く関わる問題だ。国会の審議では必要性の有無や問題点について徹底的に議論しなければならない。政府、与党の採決強行などを容認できないことはいうまでもない。

産經新聞／2017/1/11 6:00

主張　テロ準備罪／国際連携に成立欠かせぬ

　政府は、今月召集される通常国会に、テロ対策として「共謀罪」の名称を「テロ等組織犯罪準備罪」とし、構成要件も変えた組織犯罪防止法の改正案を提出する。
　共謀罪を盛り込んだ法案は野党などの反対で、これまでに３回廃案となっている。昨年９月の臨時国会でも、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の関連審議を優先させるなどとして、法案提出が見送られた。
　同様の及び腰は、もう許されない。３年後には東京五輪・パラリンピックの開催も控えている。今国会での成立に向け、政府与党は覚悟をもって臨んでほしい。
　中東や欧米、南アジアなどで、テロの脅威は増している。日本人の犠牲者も出ている。国内の施設が標的となることも可能性として想定すべきである。
　国連は２０００年、国際社会でテロと対峙（たいじ）するため「国際組織犯罪防止条約」を採択した。各国に共謀罪を設けることを求めて批准の条件とし、すでに１８０カ国以上が締結しているが、共謀罪を持たない日本は先進７カ国（Ｇ７）で唯一、締結に至っていない。
　国際社会がテロの事前情報を得ても受け取ることができない。受け取ってもこれに対処すべき法令がない。情報収集に寄与するための根拠法もない。テロと戦う国際連携の「弱い環（わ）」となっている。それが日本の現状である。
　過去の反対意見には「居酒屋で上司を殴ると相談しただけで処罰されるのか」といった声や、市民運動の弾圧に適用されないかなどの懸念があった。このため改正案の適用対象は従来の「団体」から「組織的犯罪集団」と限定し、構成要件には犯罪の合意に加えて具体的な準備行為を加えている。
　民進党の蓮舫代表は「３回廃案になった法案がほとんど中身を変えずに出てくるのは立法府の軽視だ」と早くも反発しているが、中身は大きく変わっている。その是非を吟味することが、立法府の仕事であろう。
　過去の反対論には、既遂の犯罪を処罰の対象とする日本の刑法の原則に反するとの意見もあった。では、テロが起きるのを待てというのか。無差別に無辜（むこ）の人々を対象とするテロは、未然に防がなくては意味がない。
　テロリストは、法の成立も施行も待ってくれない。だからこそ、急がなくてはならない。

朝日新聞／2017/1/11 6:00

社説　オスプレイ／問われる国会の役割

　詳しい事故原因も分からないまま、日本政府は米軍オスプレイの空中給油訓練の再開を受け入れた。その姿勢に、強い疑問を禁じえない。
　昨年１２月１３日夜、沖縄県名護市沿岸で米軍輸送機オスプレイが大破した事故。米軍は、空中給油の訓練中、給油ホースにオスプレイのプロペラが接触して損傷したとしている。
　米軍は機体の構造に問題はなかったと説明しているが、ならばなぜホースとプロペラが接触したのか、事故原因を特定する調査結果は出ていない。
　それなのに、米軍は事故のわずか６日後に飛行を再開した。１カ月もたたない今月６日には空中給油の訓練に踏み切り、日本政府もこれを認めた。
　残念なのは、性急な再開に反対する県民の訴えには耳を貸さず、米軍の要求を優先する日本政府の対応である。
　通常国会が２０日に開会する予定だ。与野党はこの国会を、事故が示した論点を徹底的に論じ合う場としてもらいたい。
　航続距離を飛躍的に延ばす空中給油は、搭乗員の熟練を要する高度な作業である。
　米軍の防衛省への説明によると、（１）搭乗員間の意思疎通など人的要因（２）乱気流や降雨などの環境要因（３）夜間の空中給油の複雑さ――が重なり、事故を引き起こした可能性があるという。
　だとすれば、搭乗員の能力や気象条件しだいで、今後も同じような事故は起こりうるということではないのか。
　構造上の問題についても、空中給油機から出したホースと機体先端の管の連結が大きなプロペラと近い位置になるため、ホースが巻き込まれやすいと指摘する専門家もいる。
　そもそも日米地位協定のもとで日本の機関は事故原因の解明にかかわれない。米軍の説明を聞くばかりで、日本政府として住民の安全に責任が持てるのか。国民への情報提供のあり方も含め見直す必要がある。
　米軍は「今後も空中給油訓練は陸地の上空では実施しない」というが、こうした運用ルールをどう明確化していくか。住民の声を十分に米軍に伝える仕組みも整えねばならない。
　オスプレイは米軍岩国基地（山口県）にも飛来し、近く陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県）での定期整備も始まる。米軍横田基地（東京都）への配備や、自衛隊機の佐賀空港への配備計画も進んでいる。
　沖縄だけの問題ではない。政府と米軍に任せてもおけない。課題にどう向き合うか、国会の役割が問われている。
読売新聞／2017/1/10 8:00

社説　安倍外交と安保／米露中としたたかに渡り合え

　◆経験生かして国益を追求したい
　トランプ次期米政権の登場で、日本外交は「未知の領域」に入る。周辺国との関係も予断を許さない状況が続く。
　安倍首相は今年春、先進７か国（Ｇ７）ではメルケル独首相に次ぐ古参となる。再登板後４年間の様々な経験をいかに具体的な成果につなげるか。安倍外交の真価が問われよう。
　２０日に米大統領に就任するトランプ氏、ロシアのプーチン大統領、中国の習近平国家主席の３人との関係構築が最重要課題だ。国際協調を基調としつつ、日本の国益を追求するには、したたかな戦略と交渉力が求められる。
　◆同盟堅持へ認識共有を
　首相は下旬にも訪米し、トランプ氏と会談する方向で調整中だ。トランプ氏は選挙中、在日米軍撤退に言及した。南・東シナ海で力による現状変更を図る中国への重要な抑止力としての日米同盟の意義をきちんと説く必要がある。
　トランプ氏が離脱表明した環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）についても、自由貿易の効用に加えて、中長期的な対中戦略の一環であることを説明し、理解を深めたい。
　首相は１２日からフィリピン、豪州、インドネシア、ベトナムを歴訪する。法の支配に基づく南シナ海の秩序維持の重要性を確認する予定だ。トランプ氏とアジア情勢の認識を共有することが大切である。
　日米同盟の強化には、日本が防衛力整備を進め、双務的な対米協力を増やすことが欠かせない。
　政府は先月下旬、安全保障関連法に基づき、平時やグレーゾーン事態に自衛隊が米軍艦船などを守る「武器等防護」の運用指針を決定した。日米で共同訓練を重ね、実効性を高めることが重要だ。
　◆領土打開へ環境整えよ
　米軍普天間飛行場の辺野古移設は、今年が正念場となる。
　最高裁で敗訴した沖縄県の翁長雄志知事が埋め立て承認取り消しを撤回したことを受け、２月にも海上での本体工事が始まる。
　辺野古移設は、普天間飛行場の早期返還を実現するための唯一の現実的な手段だ。移設作業を着実に前進させねばならない。
　ロシアとの北方領土交渉では、領土問題の進展と経済協力を並行して進める原則を堅持しながら、解決への環境整備を図りたい。
　日露両政府は、昨年１２月の首脳会談を踏まえ、北方４島での共同経済活動の協議と、元島民らによる査証（ビザ）なし訪問の拡大の具体化作業を本格化させる。
　日本の法的立場を損なわない「特別な制度」の下での共同経済活動を実現するのは、簡単ではない。ロシアの姿勢も頑（かたく）なだ。
　安倍首相は今年前半の訪露を検討する。国際会議も合わせ、プーチン氏との複数回の会談を模索する。粘り強く交渉を重ね、最高権力者の決断を促すことで突破口を見いださねばなるまい。
　日中両国は今年９月、国交正常化４５年を迎える。来年８月の平和友好条約締結４０年を控え、双方が「戦略的互恵関係」の原点に立ち、歩み寄る意志と努力が肝要だ。
　先月中旬に延期された東京での日中韓首脳会談を早期に開催し、李克強首相の初来日を実現できるかどうかが当面の焦点だ。
　日本政府は、年内の首相訪中と来年中の習氏の初来日を目指す。中国側も、経済分野を中心に関係改善に前向きとされる。
　首脳往来が重なれば、閣僚や官僚、経済人らの信頼醸成や協議の活発化にもつながろう。
　◆習氏は改善に動くか
　見過ごせないのは、中国が戦闘機などによる軍事挑発や、尖閣諸島周辺での公船の領海侵入を続けていることだ。日本の不信感を強めるもので、自制を求めたい。
　不測の事態を避けるため、日中防衛当局間の「海空連絡メカニズム」の運用開始が急務である。
　気がかりなのは日韓関係だ。
　慰安婦問題に関する日韓合意に反対する市民団体が、釜山の日本総領事館前に慰安婦を象徴する少女像の設置を強行した。日本政府は、駐韓大使の一時帰国などの措置を取った。
　韓国政府が像の撤去に消極的である以上、やむを得まい。
　韓国内では、日韓軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の撤回論も野党などから出ている。
　北朝鮮は昨年、核実験を２回、弾道ミサイル発射を２０発以上実施し、脅威は増大した。韓国は、対日関係が揺らげば、自国防衛に支障を来すことを認識すべきだ。
　北朝鮮による日本人拉致問題に進展がないのは残念である。被害者家族の高齢化も進んでいる。粘り強く解決を模索してほしい。

西日本新聞／2017/1/11 12:00

社説　トランプ氏介入／身勝手な自国主義許すな

　トランプ次期米国大統領が、個別企業の経営方針に短文投稿サイト「ツイッター」で次々に介入し、企業活動をかき回している。
　米国企業を対象に始まった介入の矛先はトヨタ自動車がメキシコで進める工場新設にも及び「米国に工場を造るか、巨額関税を払うかだ」と露骨に撤回を要求した。
　高圧的な介入に、トヨタや欧米自動車大手も米国内での投資・事業拡大を表明し始めたが、余儀なく譲歩を迫られた格好だ。恫喝（どうかつ）的な短文のつぶやきは品性を欠き、企業の自由な経済活動をゆがめている。米大統領に就任する人物なら、大局的な見地から熟慮の末、発言・行動することが不可欠だ。身勝手な自国主義には、各国の産業界も毅然（きぜん）と対峙（たいじ）してほしい。
　トランプ氏の介入は、既に自動車大手フォード・モーターに対しメキシコへの工場移転を撤回させ、空調機器大手のキヤリアにもメキシコ移転を撤回させている。
　現在、トヨタは１０億ドル（約１１５０億円）を投じ、メキシコに２カ所目の新工場を建設中だ。２０１９年に完成予定で、米国向けなどに乗用車カローラを年２０万台規模で生産、２千人を雇用する。
　トヨタは既に米国で１０工場と１５００の販売店を展開し、雇用も１３万６千人に及ぶ。過去６０年間に米国で２２０億ドルを投資してきたことも説明したが、今回新たに「米国で今後５年間に１００億ドル（１兆１６００億円）の投資を行う」計画を明らかにした。トヨタとしてはメキシコ工場建設を撤回せずに米次期政権との対決を避けるために知恵を絞った対応なのだろう。
　一方、欧米自動車大手のフィアット・クライスラー・オートモービルズも、米２工場へ２０年までに約１０億ドルを投資すると発表した。
　トランプ氏は米製造業の復活と雇用創出を重視している。しかし、既に多くの企業が多国間での工程分業など最適生産を行う中、強制的な米国内への工場集積はかえって経済の活力をそぐ。次期大統領の顔色をうかがうような経営者の物腰こそ、自由闊達（かったつ）な米国経済の精神に反するのではないか。

茨城新聞／2017/1/11 6:05

論説　トランプ氏の介入／経済活動をゆがめるな

　トランプ次期米大統領がトヨタ自動車のメキシコ新工場建設を批判し、方針変更を迫った。トランプ氏は米企業に相次いで同様の圧力をかけているが、政治権力者による企業経営への介入は経済活動をゆがめ、多くの弊害をもたらすだけだ。次期米政権の経済運営を強く憂慮せざるを得ない。
　 トランプ氏は米国の雇用確保を優先する立場から、トヨタについて「米国に工場を造るか、巨額の関税を払うかどちらかだ」とツイッターに投稿した。これまでも米企業のメキシコ生産を次々に名指しで非難しており、空調機器大手キヤリアが計画を一部変更し、自動車大手フォード・モーターがメキシコ工場建設を撤回している。
　 トヨタは直ちに米国での実績を強調する声明を出すとともに、豊田章男社長が9日、今後5年間で米国に100億ドル(約1兆1600億円)を投資することを明らかにした。米経済への貢献を打ち出すことで批判を封じる狙いとみられる。
　 トランプ氏の批判は無知に基づいていると思われる。トヨタのメキシコ新工場建設は米国からの生産移転ではなく、新規の投資だ。トヨタにはそれを実行する責任がある。米国にはこれまでに220億ドルを投資し、現在は13万6千人の雇用を抱えており、2015年には米国で生産した16万台の車を輸出した。トランプ氏のこうした発言の根本にあるのは、保護貿易主義と自国第一主義である。米国から海外への生産移転を批判する一方、中国やメキシコからの輸入に高関税を課すなどと主張している。今回、その上に個別企業への介入が加わった。
　 しかし、米企業にメキシコでの生産計画を取りやめさせても、米国の雇用が増えるとは限らない。米企業がメキシコなど海外で生産するのは、主に賃金水準の低さが理由であり、合理的な経営戦略である。それができなくなれば、米国の産業の生産性や競争力が低下し、かえって雇用が減るかもしれない。
　 そもそも各国の製造業は現在、部品供給網で分かち難く結び付けられている。メキシコで生産する米企業も、部品の多くを米国から輸入しており、米国の輸出にも寄与している。メキシコ生産だけを切り離して問題にするのは無意味なのである。トランプ氏はこうした現実を全く理解していないようだ。
　 トランプ氏の介入は、米国の伝統であるルールに基づいた資本主義とは全く異質であり、発展途上国などで見られる「縁故資本主義」と変わらない。それが常態化すれば政策の予見可能性が低くなり、政治と企業の癒着や不正の温床となる。米国への投資は不確実性が高いとして、外国企業は投資を縮小するかもしれない。
　 もっと心配なのは、次期米政権が高関税などの保護主義的な政策を本当に発動するかもしれないことだ。そうした政策は報復措置の連鎖を招き、保護主義を世界に広げる懸念がある。そうなれば世界経済にとって大きな打撃である。「トランプ流」の経済運営が暴走しないか、警戒を続けなければならない。
　 日本政府は毅然(きぜん)とした姿勢で経済活動への不当な介入に反対し、自由貿易の価値を主張するべきだ。保護主義のまん延が第2次世界大戦につながった1930年代の教訓を忘れてはならない。

福井新聞／2017/1/11 8:05

論説　トランプ氏の「口撃」／健全な経済活動ゆがめる

　トヨタ自動車が米国に今後５年間で１００億ドル（約１兆１６００億円）を投資をすると表明。米国市場重視の姿勢を一段と鮮明にした。トランプ次期米大統領の痛烈な批判をかわすための戦略である。「米国第一主義」を掲げる過度な保守主義が吹き荒れだした。国内産業界は米戦略を再考す必要がある。同時に日本政府が今後トランプ対策をどう展開していくのか、無謀な圧力に屈しない外交・通商戦略が問われる。
　トランプ氏の過激な言動は大統領選から一貫している。政財界は甘くみていたのではないか。「米国に工場を造るか、巨額の関税を払うかどちらかだ」—ツイッターにこう投稿したトランプ氏は、トヨタのメキシコ新工場建設を批判し、方針変更を迫った。
　これまでも米企業のメキシコ生産を次々名指しで激しく非難。自動車大手フォード・モーターがメキシコ工場建設を撤回、空調機器大手キヤリアも計画の一部変更に追い込まれた。米国の雇用確保を優先する強気一辺倒の政策が正式就任前からさく裂している。
　トヨタの豊田章男社長がデトロイトで開催中の北米国際自動車ショーで記者会見し、巨額投入を発表したのは多分に戦略的だ。トランプ氏の批判後、直ちに米国での実績と貢献を強調する声明を出すことで理解を得る思惑がある。
　果たして批判封じになるかは不明だが「米国には１３万６千人の仲間（従業員）がいる」「世界最大の工場は米国にある」などと経営者として筋を通したアピール力に一定の効果はあったのではないか。
　米国にはこれまで２２０億ドルを投資、２０１５年には米国で生産した１６万台の車を輸出した実績がある。
　米国全体の１６年の新車販売台数は前年比０・４％増の約１７５５万台となり、２年連続で過去最高を更新した。最重要市場として景気拡大による中長期的な成長戦略を描く。
　米企業がメキシコなど海外で生産するのは賃金水準の低さが第一の理由であり、それができなくなれば米国における生産性や競争力にも影響してくるし、逆に雇用が減りかねない。
　各国の製造業は部品供給網で結び付けられている。メキシコで生産する米企業も部品の多くを米国から輸入しており、メキシコ生産だけを切り離して問題にするのは無意味だ。
　トランプ氏の介入は、米国の伝統であるルールに基づいた資本主義とは全く異質で、さまざまな弊害のある発展途上国などの「縁故資本主義」と変わらない。
　トランプ氏は実業家だ。反発を承知で発信することで、サプライズ効果と求心力を高めたいのだろう。
　関心は次期米政権が高関税など保護主義的な政策を発動するのかだ。政府は自由貿易の観点から経済活動への不当な介入に反対すべきだ。ただ、トヨタは１５年実績で国内生産が約３１９万台なのに対し、海外で約５７４万台を生産している。トランプ流ビジネスを批判ばかりしていられない。

福井新聞／2017/1/9 8:05

論説　オスプレイ空中給油訓練／対米優先の再開は危険だ

　わが国の安全確保には日米同盟が最優先事項。たとえ沖縄県民を犠牲にしてでも—。政府の米追従姿勢からは、そう読み取れる。
　米軍普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイが重大事故を起こして１カ月足らず。事故原因が十分究明されていないにもかかわらず米軍は給油訓練を再開、政府も容認した。県民の不信と怒りは強まる一方だ。普天間飛行場の名護市辺野古への強行移設と併せ、安倍政権の沖縄軽視政策が一段とあらわになる。
　事故が発生したのは昨年１２月１３日。米軍の説明によると、夜間の空中給油訓練中にオスプレイのプロペラが給油機のホースと接触して破損、沿岸の浅瀬に不時着したという。機体の大破状況から、翁長雄志（おながたけし）知事が指摘するように墜落したとしか言いようがない。
　米軍は「事故調査は継続中」としながら、構造上の問題は早々否定。原因について搭乗員の意思疎通などの人的要因と乱気流、降雨などの環境要因、空中給油の複雑さが影響した可能性があるとしている。搭乗員らの教育措置を講じ、シミュレーターによる訓練も実施したと強調する。
　政府はこれで事故は再発しないと納得したのか。稲田朋美防衛相は「原因を完全に特定するには至っていない」とする。つまり米軍報告内容は不十分ということだ。それなのに「米軍の安全対策は有効」と評価し訓練再開を容認した。
　最大の問題は、県内での事故なのに日本側の独自調査ができないことである。海上保安庁が航空危険行為処罰法違反の容疑で捜査協力を申し入れたが、米軍側は応じなかった。またも不公平な「日米地位協定」の壁に阻まれたのだ。
　稲田氏は「沖縄などの皆さんにしっかりと事故原因と対策について説明したい」とするが、説得できるのだろうか。矛盾したつじつま合わせの説明で県民が納得するわけがない。
　オスプレイは事故から６日目の１２月１９日に飛行を再開した。県民の怒りが渦巻く中、稲田氏は２０日時点の会見で米側が機体自体の原因を否定し、政府も追認したことについて「一般的に理解がいただけるのではないか」と述べた。一般的とは「国民全体だ」とも。
　政治家としてもっと発言に責任を持ってほしい。
　安倍政権が日米同盟を重視する背景には、軍備を拡大する中国や北朝鮮への警戒感、同盟国に軍事費の負担増を求めるトランプ次期米大統領への思惑もある。
　だとしても自治体の不安を無視してよいのか。オスプレイの飛行訓練ルートは全国に広がる。翁長知事が「強い憤りを感じる」と批判したのは当然で、陸上自衛隊の同機種配備が計画される佐賀県幹部も「再開に違和感を覚える」と不信感を示している。
　首相は「米軍機の飛行安全の確保は円滑な米軍駐留の大前提だ」と述べてきたはずだ。オスプレイは開発段階から墜落事故が相次いでいる。人的要因も重なった今回の事故により県民不安はさらに高まるだろう。

京都新聞／2017/1/10 12:05

社説　オスプレイ訓練／「全面再開」は不可解だ

　原因が特定できていないのに、どうして「安全」と言い切れるのか。不可解と言うしかない判断である。
　昨年１２月１３日夜、沖縄県名護市沿岸で空中給油訓練中に「不時着」事故を起こした米海兵隊の新型輸送機「オスプレイ」の運用が、同じ訓練を含めて全面的に再開された。米軍からの通告を受け、政府は訓練を容認し、関係自治体に理解と協力を求めた。
　オスプレイの訓練は事故のわずか６日後に再開されたが、事故時と同じ空中給油だけは実施されていなかった。防衛省は、米軍との実務レベル協議の結果、「有効な対策を幅広くとっている」として、６日からの給油訓練再開を「理解できる」と結論づけた。
　理解できない理屈である。事故は給油ホースとプロペラが「予期せぬ接触」をしたためだが、なぜ飛行を続けられないほど深刻な接触が起きたのか、肝心の原因が全く分かっていないからだ。
　防衛省の発表は、オスプレイの機体には「構造的または機械的な（事故の）要因はなかった」としたうえで、夜間の空中給油は「複雑なオペレーションであって、搭乗員による高い技能、訓練および資格が求められ」るなどとした。あたかも操縦技術の未熟さや視界の悪さ、風雨などが事故要因であるかのような書きぶりだが、プロペラの方向を変えて飛ぶオスプレイ特有の危険性を際立たせないための印象操作の疑いすら抱く。
　しかも、米軍の対策はパイロットや整備員の再教育や手順確認などにとどまり、再発防止を担保するものとは思えない。にもかかわらず「空中給油は日本の防衛とアジア・太平洋地域の平和と安定にとって欠くことのできない活動であり、搭乗員は…その技能と練度を維持する必要がある」という米軍の説明をうのみにして訓練を容認した防衛省の態度は、日米同盟ゆえとはいえ、あまりに情けない。訓練場となる沖縄から激しい反発の声が上がるのも無理はなかろう。
　オスプレイは今年後半、米空軍が横田飛行場（東京都）に配備を始める。自衛隊も２０１８年度から１７機を導入する方針で、配備先として佐賀空港が計画されている。
　この状態で１機１００億円以上もするオスプレイの導入・配備を自衛隊が進める理由があるのだろうか。米陸軍が導入しなかったのも安全性と機能、コストが釣り合わなかったためとされる。考え直すなら今しかない。

神戸新聞／2017/1/11 6:05

社説　トランプ氏介入／企業への圧力は目に余る

　トランプ次期米大統領による「口先介入」に企業が翻弄（ほんろう）されている。
　トヨタ自動車のメキシコ工場建設計画について、トランプ氏が「米国に工場を造るか、巨額の関税を払うかどちらかだ」と、短文投稿サイト「ツイッター」で批判した。メキシコで自動車を生産する米大手フォード・モーターとゼネラル・モーターズ（ＧＭ）もやり玉に挙げている。
　トヨタは、メキシコ工場については現時点で変更はないとしているが、今後５年間で米国に１００億ドル（約１兆１６００億円）を投資するとも発表した。フォードは工場新設を撤回した。対応に苦慮している様子がうかがえる。
　就任前とはいえ次期大統領の発言は大きな影響力を持つ。民間企業の経営に圧力をかける行為はあってはならないことだ。
　自由主義経済を主導する米国のリーダーがこうした振る舞いをすることは、企業の経済活動を歪（ゆが）めるだけでなく、世界経済に深刻な影響を及ぼす懸念がある。
　今回のトランプ氏の「つぶやき」でトヨタや自動車各社の株価が急落した。疑心暗鬼が広がれば、株価や為替相場が乱高下し、国際金融市場の不安定化を招きかねない。
　トヨタの豊田章男社長は会見で、米国で１３万６千人を雇用し、過去６０年間で２２０億ドルを投資したと述べた。日本の自動車メーカーは、１９８０年代の貿易摩擦や円高を背景に米国での現地生産を進めている。
　トランプ氏は、過去の経緯や事実関係も踏まえず一方的に情報発信する姿勢を改めようとしない。企業や政府が連携して正確な情報を丁寧に説明する必要がある。
　その点で、安倍政権の対応は物足りない。トランプ氏が就任前という理由で、各閣僚は踏み込んだ発言を避けている。
　トランプ氏が掲げる「米国第一主義」は、米国の利益になるとは限らない。企業が人件費の高い米国に立地することで国際競争力を失えば、かえって雇用が失われる可能性もある。割高な製品を買わされる消費者の利益も損なうことになる。
　行き過ぎた保護主義は国際社会の緊張を高める。過去の世界大戦の歴史から学んだ教訓だ。その苦い経験から自由貿易の恩恵で立ち直った日本こそ、トランプ氏の対応にきちんと異議を唱えるべきだ。

山陽新聞／2017/1/11 8:05

社説　オスプレイ再開／安全置き去りではないか

　昨年１２月の不時着事故で中断していた米軍輸送機オスプレイの空中給油訓練が再開された。事故から約１カ月だが、原因は完全に究明されていない。米軍の判断も、容認した日本政府の対応も理解に苦しむと言わざるを得ない。
　事故は沖縄本島沖で、飛行しながら空中給油機から給油を受ける訓練中に起きた。事故機のプロペラが給油ホースに接触して破損し、飛行が不安定になったという。米軍は「機体そのものの問題ではない」と強調するが、なぜ接触が起きたのかは分かっていない。米軍は引き続き、搭乗員の資質や乱気流、降雨などが影響した可能性を調べているようだ。
　首をかしげるのは、政府も「原因を完全に特定するには至っていない」（稲田朋美防衛相）と認識しながら、再開を簡単に受け入れたことだ。米軍は搭乗員らに教育措置を講じたとし、訓練が再開した今月６日の会見で、菅義偉官房長官は「再発防止策は有効と認められる」と述べた。
　しかし、原因が完全に究明されていないのに有効な対策が打ち出せるものなのか。オスプレイは開発段階から事故が相次ぎ、安全性が懸念されてきた。操縦の難しさや構造的欠陥を指摘する米国の専門家もいる。昨年１２月の事故と同じ日に、別の機体も米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）で胴体着陸している。沖縄県民の不安は払拭（ふっしょく）されず、翁長雄志知事が「米軍の要求最優先で、県民不在と言わざるを得ない」と政府の対応を批判するのは理解できる。
　基地の外でも米軍に警察権を認める日米地位協定の壁があり、日本側が捜査できないことも県民の怒りを増幅させている。今回の事故後、海上保安庁は捜査を申し入れたが、米軍は回答せずに単独で事故機を回収した。日本側が捜査できないならなおさら、政府は米軍に原因究明と情報開示を求めるべきだが、そうした努力も見えてこない。
　問題は沖縄だけにとどまらない。オスプレイは２０１２年秋から普天間飛行場へ配備され、２４機まで増えた。米軍の飛行ルートは全国にあり、山口県の米軍岩国基地や東京の米軍横田基地にも配備される計画だ。千葉県の陸上自衛隊木更津駐屯地を定期整備の拠点とする予定もある。自衛隊も導入を決め、佐賀空港への配備を地元に要請している。政府が安全確保に真剣に取り組まなければ、配備への国民理解を得るのは難しかろう。政府は地位協定の見直しまで踏み込み、事故の捜査や原因究明に日本側が関与できるように取り組むべきだ。
　沖縄県では、普天間飛行場の名護市辺野古への移設をめぐり、昨年１２月に最高裁で県側が敗訴し、政府が移設工事を再開した。現地では抗議活動が続いており、オスプレイの訓練再開でさらに県民の反発が強まっている。沖縄県との溝を深めるばかりの現状を政府は直視すべきである。

徳島新聞／2017/1/9 10:05

社説　次期学習指導要領  教員を支える態勢築け

　国際化、情報化が進む現代社会に生きる力を、どう身に付けるか。選挙権年齢の引き下げへの対応も必要だ。
　中教審が文部科学相に答申した次期学習指導要領の改定案は、そうした課題に応えようとしたものである。
　児童生徒が主体的に学び、自ら考える姿勢を重視するなど、打ち出した理念には賛同できる。
　大切なのは、盛りだくさんの内容を実りあるものにする教育現場の取り組みであり、その環境を整備することだ。政府や自治体は学校、教員を支援する態勢をしっかりと構築してもらいたい。
　指導要領は、小中高校で教える最低限の学習内容を決めた基準で、ほぼ１０年ごとに改定を重ねている。今回の改定は２０２０年度から順次、全面実施する。
　答申は、見直しに当たって必要な視点として「何ができるようになるか」「どのように学ぶか」「子供一人一人の発達をどのように支援するか」などを挙げた。
　一部で行われている「アクティブ・ラーニング」を全教科に導入することも求めた。教師が一方的に教えるのではなく、児童生徒が主体的・能動的に授業に参加する方式で、答申の目玉の一つだ。
　科目の改定では、高校に主権者教育に対応する「公共」や、日本と世界の近現代史を中心とした「歴史総合」などを、必修として新設する。
　小学校では、５、６年で実施している英語の「聞く・話す」を３、４年に前倒しし、５、６年は「読む・書く」の要素を加えて正式な教科にすることにした。中学校の英語の授業は、原則として英語で行う。
　情報技術を学ぶプログラミング教育を、小中高校で必修化させるのも特徴だ。
　いずれも時代に即した改定と言えるが、高校の「公共」は現実の政治や社会問題を扱うだけに、授業には入念な準備が欠かせない。小学校では英語の指導に不安を抱く教員が多い上、３～６年の各学年で年間３５こまも増える。
　さらに、アクティブ・ラーニングは進め方が具体的に定められておらず、現場での創意工夫が求められよう。
　他教科の学習内容や授業時間数は減らさない。このため、教員の多忙さに拍車が掛かるのは必至だ。
　中教審は次期指導要領の実施に向けて、教員定数の拡充や情報通信技術（ＩＣＴ）の活用など、環境整備が重要だと提言した。当然である。
　前回の改定で「脱ゆとり」路線に転じ、学習内容が大幅に増えた際、政府は十分に対応しなかった。それが、現在の余裕のない教育現場につながっている。
　教員や外国語指導助手（ＡＬＴ）の確保はもちろん、研修の充実、教材の開発など、政府がやるべきことは多い。自治体も、学校での事務処理や部活動の指導など、教員の負担軽減策を講じなければならない。

愛媛新聞／2017/1/9 10:05

社説　オスプレイ空中給油／国民軽視した再開容認の撤回を

　在日米軍が、沖縄県宜野湾市の普天間飛行場所属の新型輸送機オスプレイによる空中給油訓練を再開させた。
　日米両政府が「不時着」と強弁する名護市沿岸での大破事故から３週間余り。いまだ事故原因は究明されていない。それにもかかわらず、不安を募らせる沖縄県民を無視し、危険な訓練を強行する米軍と、それを追認した日本政府に憤りを禁じ得ない。住民を巻き込んだ重大事故が起きてからでは手遅れだ。訓練の中止と再開容認の撤回を、強く求める。
　米軍は日本政府に、オスプレイのプロペラが給油機のホースと接触して破損し、飛行が不安定化したと説明。再開に際し、オスプレイの搭乗員に対して空中給油の手順を確認し、陸上でのシミュレーションなどを行ったとする。菅義偉官房長官は、「事故防止に有効と認められる対策を幅広く取っている」と理解を示した。だがその根拠は米軍の説明以外に見当たらない。約３週間でどれだけ安全が担保できたのかと疑問が募る。
　翁長雄志知事が「米軍の要求を最優先する政府の姿勢は（県との）信頼関係を損ねる」と憤りをあらわにしたのは当然だ。米軍が事故発生から６日後に飛行を再開させる際も日本政府はすぐに追認した。オスプレイの飛行訓練ルートは全国にまたがっており、決して沖縄だけの問題ではない。見切り発車で容認する態度は、国民の生命を軽視していると言わざるを得ない。
　米軍は夜間飛行に加え、搭乗員間の意思疎通といった人的要因や、乱気流、降雨などの環境要因が重なった可能性があるとみて調べている。つまり搭乗員の技量や気象条件次第では、再び事故が起こる得るということだ。あらゆる要因を徹底検証した上で、原因究明につなげなければならない。
　米軍は「機体構造に問題はない」と繰り返す。だが飛行中にプロペラの向きを転換する際の機体の不安定さや、構造の複雑さに伴う操縦の難しさは、かねて専門家から指摘されてきた。今回、海上保安庁が捜査の受け入れを求めたが、日米地位協定に阻まれ、事故機を実際に確認できていない。米軍の説明をうのみにするだけでは無責任のそしりは免れず、地位協定の改定に踏み込むべきだ。
　陸上自衛隊は２０１９年度から佐賀空港にオスプレイ１７機を配備することを地元に要請している。今回の事故を受け、防衛省は「安全の確保が大前提」として、佐賀での空中給油訓練を行わないと明言した。一方で沖縄には大前提の「安全の確保」を適用しない。「二重基準」は到底許されない。
　そもそも沖縄県民は訓練どころか配備自体に反対している。沖縄に基地を押しつけ、まだ犠牲を強いるのかとの反発は強まるばかり。自国民の安全を置き去りにし、米国に追従する姿勢を改め、沖縄の負担軽減を探る努力こそが必要だ。

佐賀新聞／2017/1/10 6:05

論説　安倍政権の５年目

　安倍政権が発足して５年目に入った。依然として５０％を超える高い支持率を誇り、「安倍１強」の政治状況が続く。安倍晋三首相は年頭会見で「未来に向かって、今こそ新しい国造りを進めるときだ」と憲法改正への意欲を示したが、国民的な合意をどうまとめていくつもりだろうか。
　安倍政権は民主党から政権を奪還した２０１２年の衆院選以来、昨年夏の参院選まで、国政選挙で４連勝を収めてきた。衆院では改憲の発議に必要な３分の２議席を確保している上、参院でも単独過半数を握り、改憲勢力を合わせれば、こちらも３分の２の圧倒的な議席を手に入れた。
　まさに国会は「自民１強」時代であり、自民党内を見ても安倍首相の対抗馬は見当たらない「安倍１強」が続く。自民党総裁の任期も延長され、２０２１年９月までという長期政権が見えてきた。
　盤石に見える安倍政権だが、個別の政策への評価は意外なほど低い。
　昨年１２月中旬に実施した共同通信の全国世論調査では、カジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法、いわゆるカジノ法案への反対は７割に近い。安倍首相が「平和条約への重要な一歩」と胸を張った日ロ首脳会談にしても、「評価する」は４割にも届いていない。
　重大な事故が相次ぐ新型輸送機オスプレイの配備に至っては、「見直した方がよい」が６６・８％で、「続けてよい」は３割もない。自民党支持層でも、配備見直しを求める意見が多数を占めている。
　つまり、政策そのものが評価されているというわけではないようだ。国民の間にはいまだに民主党政権の無残な記憶があまりにも強く、安倍政権以外の選択肢がないというのが実態ではないか。加えて、日本を取り巻く国際情勢が不透明さを増しており、有権者は安定感を重視してもいるのだろう。
　ここにきて安倍政権は、強引な国会運営が目につく。合意形成のプロセスをないがしろにするようでは、政権のアキレス腱になりかねない。
　一方、野党第１党の民進党は党勢回復の兆しさえない。野田佳彦幹事長が「背水の陣ではない。すでに水中に沈んでいる」と述べたように、蓮舫氏がトップに就いても状況は好転しないままだ。
　特に有権者にとって理解しにくいのは、野党共闘の在り方である。次の衆院選は政権を選ぶ選挙になる。選挙戦略を優先するあまり、自らの理念を脇に置いてしまうのだろうか。
　遠回りのようでも、どのような政策を打ち出すのか、そのためにどこまで協力関係を維持するのかをきちんと整理する過程は欠かせないはずだ。候補者の絞り込みだけが野党共闘ではあるまい。
　今年はこの国の在り方が問われる年になる。昨年はオバマ大統領の広島訪問、そして安倍首相のハワイ真珠湾訪問で、日米両国は戦後にひとつのけじめをつけた。
　憲法施行から７０年の節目を迎え、改正論議はいよいよ本格化する。ひたすら「改正ありき」では困るが、これからの日本を考える上で、憲法を考える意義は大きい。安倍政権には、数の力にたのんで強引に進めるのではなく、国民の声に耳を傾けつつ、謙虚な国会運営を望みたい。（古賀史生）
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社説　訓練の詳細不明／墜落事故再発は避けられぬ 

　琉球新報、沖縄タイムスの地元２紙７日付は、墜落事故を起こした米軍ＭＶ２２オスプレイが、事故原因となった「空中給油訓練を再開した」と報じた。いずれも「政府関係者」の情報としており、在日・在沖米軍、日本政府、沖縄防衛局は公式に発表していない。
　オスプレイがいつ、どこで給油訓練を再開したのか、米軍、日本政府ともに県民に明らかにしていないのである。 
　これほど不誠実な対応がまかり通っていいものだろうか。 
　米軍は訓練再開を通告したのみで再開の日時、場所は明らかにせず、政府も確認しようとしない。「いつ、どこで、どのように」の詳細は不明のまま、あたかも給油訓練が安全に再開されたかのような既成事実を積み上げている。米軍、政府の対応からは悪質な印象操作の意図さえうかがえる。 
　米軍、政府の不誠実な対応に強く抗議し、改めて県民への詳細な情報公開を要求する。 
　今回の事故は、空中給油機の直後を飛ぶオスプレイが、プロペラを破損後に墜落した。 
　２０１２年に米国で起きたオスプレイ墜落事故は、前後に２機が飛行し、前方機の後流を受けた後方機が墜落した。ただでさえ飛行時の機体の不安定さが指摘されるオスプレイは、接近した２機直列の飛行自体が危険なのだ。 
　今回の事故原因は「給油ホースがオスプレイのプロペラを損傷した」ことが原因とされ、防衛省は「強風、乱気流の環境要因」を説明している。 
　危険な２機直列飛行の中で、給油機から延びる給油ホースが、給油機の固定翼から生じる乱気流でふらふらと揺れ、オスプレイのプロペラに絡まり損傷する。 
　事故の状況がまざまざと目に浮かぶ。給油機の後方の気流の乱れは防ぎようがない。オスプレイの給油口がプロペラに近いことも大きな構造的欠陥だ。専門家は二重三重の構造的欠陥を指摘し「いかに訓練を積んでも危険を克服できない」「事故は再び起こる」と警告している。 
　これらの事故原因、機体の欠陥構造、訓練の危険性の検証と説明がなされぬままの給油訓練再開である。既成事実として受け入れることは到底できない。 
　事故時に機体を軟着陸させるオートローテーション機能の不備も従来指摘されている。欠陥機オスプレイは、配備を中止するしかない。[image: image18][image: image19]
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